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「働き方改革」を俯瞰する
 ─ 個人・企業・社会の視座から ─ 
An Overview of “Work Style Reform” 
from the Perspective of Individuals, Companies, and Society
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［要旨］
働く人の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実
現し、働く人 1 人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目
指す「働き方改革」であるが、ともすると単にテクニカルな労働条件に関す
る改革と狭く捉えられがちである。本論では、個人・企業・社会の視座から
俯瞰することを試みる。
個人の視座が「「働き方改革」1.0」である。換言すれば、福利厚生の観点
である。メンタルヘルスの状況を改善し、ワーク・ライフ・バランスを実現
していくために、「働き方改革」は大きな役割を果たしている。企業の視座が
「「働き方改革」2.0」である。換言すれば、企業価値向上の観点である。生産
性を向上させ、イノベーションを促進するために、「働き方改革」に期待が寄
せられている。社会の視座が「「働き方改革」3.0」である。換言すれば、社
会変革の観点である。時間・場所・組織から解き放たれ、人生 100 年時代を
見据えた生き方が問い直されており、「働き方改革」を契機とした社会変革が
進行している可能性がある。
広い視野でみると、「働き方改革」は螺旋状に進化しており、その本質は、
言わば「社会変革に向けた生き方改革」の一環である。その先には、おぼろ
げではあるが、社会をよりよくするために働くことに価値を置く「ソーシャ
ル・キャリア」の萌芽も見えてくる。
キーワード： 働き方改革、ワーク・ライフ・バランス、人生 100 年時代、ソーシャ
ル・キャリア
1．はじめに
2017 年に安倍首相が議長を務め、関係官僚、産業界、労働界のトップが構成員とな
る「働き方改革実現会議」が取り纏めた「働き方改革実行計画」によれば、「働き方」
は「暮らし方」そのものであり、「働き方改革」は、日本の企業文化、日本人のライフ
スタイル、日本の働くということに対する考え方そのものに手を付けた改革であると
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位置づけられている（岡崎、2019：12–15）。
しかし、その後の「働き方改革関連法案」や社会の一連の動向を見ていると、「働き
方改革」を、単にテクニカルな労働条件に関する改革と狭く捉える傾向が顕著である。
本論では、個人・企業・社会の視座から俯瞰的に捉えることを試みる。
2．働くことの意味
人はなぜ働くのであろうか。古代ギリシャでは、現代とは異なる労働観で、自由な
市民は　労働しないことを徳と考えていた。中世に入り、罪悪視的労働観から転じて、
必要なものを得るために働くことは貴重なことであるという新たな労働観がもたらさ
れ、その後、プロテスタンティズムによる勤労と倹約の奨励が、新しい勤労観を登場
させた。20 世紀に入り、倹約という特色が後退し、大量消費の時代に突入し、巨額の
富を持つ経営者・資本家が誕生することになった。こうした歴史的経緯も踏まえて橘
木は、働く動機を（1）食べるため（2）他人に認めてもらうため（3）働くことによる
成果を求めるため（4）労働自体に喜びがあるから（5）余暇の時間を有意義に送るた
めの糧を得るため、と整理している（橘木、2009：4–7、11–12）。
杉村は、労働の持つ多面性に着目し、経済合理性や効率性のみならず、目的実現の
ための制作・創造の活動、他者との集団的な絆、奉仕・献身の活動などの要素を抽出
し、働くことの意味として、働くことの喜び、自己実現・自己表現・自己成長、他者
とのつながりなどを列挙し、「働くことは生きること」であると結論付けている（杉村、
2009：52）。
「働き方改革」を考察するにあたっては、働くということの多義性を忘れてはならな
い。
3．労働の人間化とディーセント・ワーク
「労働の人間化」とは、1970 年代以降、欧米先進諸国で唱えられ種々試みられてき
た、労働の改革を目指す国際的動向の中心スローガンである。嶺は、労働の人間化と
は、個々の労働者が、その必要・欲求を職場において、特に仕事に関して、直接実現
できるようにすることである、と定義している（嶺、1991：5）。イメージとしては、
非人間的な労働の廃止、労働における疎外の解決、働きがい、人間らしい生活のあり
方、などである（嶺、1991：1）。
国際労働機関（ILO）は 1990 年に 21 世紀の目標を「ディーセント・ワーク（好まし
い仕事）」と定めた。それは、人間としての尊厳、自由、均等、安全の条件で、男女が
生産的で好ましい仕事を得る機会を推進することである（牛久保、2007、33）。
「働き方改革」も一朝一夕に沸き起こった議論ではなく、「労働の人間化」や「ディー
セント・ワーク」という長い前史があることを踏まえておくべきである。
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4．「働き方改革」とは
我が国は、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、育児や介護との両立など、働く
人のニーズの多様化などの状況に直面している。こうした中、投資やイノベーション
による生産性向上と共に、就業機会の拡大や意欲・能力を発揮できる環境を作ること
が重要な課題となっている。「働き方改革」は、この課題の解決のため、働く人の置か
れた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現し、働く人 1 人ひとり
がより良い将来の展望を持てるようにすることを目指している。
2016 年 9 月に働き方改革実現会議が発足し、2017 年 3 月に「働き方改革実行計画」
が取り纏められた。この計画を受けて、8 本の法律を一括して改正する「働き方改革
法案」が国会に提出され、2018 年 6 月に成立、2019 年 4 月から段階的に施行されてい
る。
「働き方改革関連法案」や社会における一連の動向を見ていると、「働き方改革」を
単にテクニカルな労働条件に関する改革と矮小化する傾向が存する。しかし、働くこ
との多義性や「労働の人間化」や「ディーセント・ワーク」という文脈を踏まえると、
「働き方改革」にはもっと大きな意義があるはずである。そこで、個人・企業・社会と
いう 3 つの視座から「働き方改革」を広く捉え直してみたい。
5．「働き方改革」1.0
個人の視座が「「働き方改革」1.0」である。換言すれば、福利厚生の観点である。
先ずは、守りのメンタルヘルスである。一連の「働き方改革」が進展したきっかけ
になったのは、広告会社勤務の T さんの自殺である。T さんの遺族は「すべての業種
職種で長時間労働やハラスメントをなくすような法改正や取り組みがなされることを
望む」と述べている（松浦、2018：31）。働く人の心の健康問題を広く「メンタルヘル
ス不調」と呼び、心の病気や自殺のみならず、ストレスのための悩みや体調不良など
を幅広く含んでいる（川上、2017：14）。厚生労働省の「労働者健康状況調査」によ
ると、現在の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み、ストレスとなっている
と感じる事柄がある人の割合は約 61％であり、ストレスの原因として、最も多いのは
「職場の人間関係」（約 41％）で、その後に「仕事の質の問題」（約 33％）「仕事の量の問
題」（約 30％）が続いている（厚生労働省、2013：19）。働く人のメンタルヘルスを取
り巻く状況は時代と共に変化ししているが、単にストレスがないとか、病気にならな
いというようなネガティブなマイナスを減らすだけでなく、すべての働く人がもっと
イキイキと働くことも職場のメンタルヘルスであるという考え方が強くなっている（川
上、2017：V）
次に、攻めのワーク・ライフ・バランスである。「仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）憲章」によれば、我が国の社会は、人々の働き方に関する意識や環境
が社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれず、仕事と生活が両立しにくい現実に直
面している。誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方
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で、子育て・介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健
康で豊かな生活ができるよう、今こそ、社会全体で仕事と生活の双方の調和の実現を
希求していかなければならない。ワーク・ライフ・バランスが実現した社会とは、「国
民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、
家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて
多様な生き方が選択・実現できる社会」である（内閣府男女共同参画局仕事と生活の
調和推進室）。
個人の視座から、メンタルヘルスの状況を改善し、ワーク・ライフ・バランスを実
現していくために、「働き方改革」は大きな役割を果たしている。
6．「働き方改革」2.0
企業の視座が「「働き方改革」2.0」である。換言すれば、企業価値の観点である。
先ずは、守りの生産性向上である。「平成 30 年版　労働経済の分析─働き方の多様
化に応じた人材育成の在り方について─」によれば、我が国の労働生産性の水準は、
G7（フランス、米国、英国、ドイツ、日本、イタリア、カナダ）の中で最も低い水準
になっている。労働生産性が低迷している要因については、情報化資産や人的資本な
どの無形資産への投資が国際的にみて不足していることなどが指摘されている（厚生
労働省、2018：74–77）。
次に、攻めのイノベーションである。「平成 29 年版　労働経済の分析─イノベーショ
ンの促進とワーク・ライフ・バランスの実現に向けた課題─」によれば、今後少子高
齢化により生産年齢人口が減少し、少子高齢化による供給制約が続くことが予想され
る中、我が国の経済が成長していくためには、イノベーションを促進させ、一人ひと
りが生み出す付加価値を高めていくことが必要である（厚生労働省、2017：72）。イノ
ベーション活動を促進するには、人材にとって働きやすい雇用制度も重要であると指
摘されている（厚生労働省、2017：98）。
企業の視座から、生産性を向上させ、イノベーションを促進するために、「働き方改
革」に期待が寄せられている。
7．「働き方改革」3.0
社会の視座が「「働き方改革」3.0」である。換言すれば、社会変革の観点である。
先ずは、時間と場所と組織からの解放である。第 1 に時間からの解放である。近年、
フレックスタイムや短時間勤務、6 時時間勤務や週休 3 日制、有給休暇の取得率向上
など時間管理を緩める方向性で様々な議論がされている。第 2 に場所からの解放であ
る。近年、在宅勤務・モバイルワーク・サテライト勤務などのテレワーク、リゾート
ワークやワーケーションなど場所の束縛されない働き方が脚光を浴びている。第 3 に
組織からの解放である。近年、副業解禁やフリーランスの増加、そして転職の活発化
など、滅私奉公・終身雇用の 1 社主義から解き放たれた柔軟な働き方が注目を集めて
いる。
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最後に、生き方の問い直しである。ロンドン・ビジネス・スクールのリンダ・グラッ
トンとアンドリュー・スコットは『ライフシフト　100 年時代の人生戦略』の中で、
人生 100 年時代の到来を予測し、生き方を根底から考え直すように提案している。同
書によれば、これまでは「教育」 → 「仕事」 → 「引退」という 3 つのステージが当たり
前であったが、寿命が延びれば 2 番目の「仕事」の期間が長くなる（グラットン・ス
コット、2016：4–5）。リンダ・グラットンは前著『ワーク・シフト』の中で、働き方
のシフトも予測している。キーワードは「連続スペシャリスト」、「協力して起こすイ
ノベーション」、「情熱を傾けられる経験」である（グラットン、2012：232–234）。す
なわち、高度な専門性を連続して持つこと、創造的な人的ネットワークを構築するこ
と、金銭ではなく経験に価値を置く生き方を模索すること、を推奨している。
社会の視座から、時間・場所・組織から解き放たれ、人生 100 年時代を見据えた生
き方が問い直されており、「働き方改革」を契機とした社会変革が着実に進行している
可能性がある。
8．「働き方改革」の俯瞰
このように、個人・企業・社会の視座から「働き方改革」を俯瞰すると、ステージ
ごとに様々な要因が絡み合っており、「働き方改革」を単にテクニカルな労働条件に関
する改革と狭く捉えることは早計であることがわかる。例えば、企業は労働時間を短
くすれば従業員は満足すると考えるかもしれないが、そもそも組織への忠誠心が薄ら
ぎ、情熱を傾けることのできる経験を求める従業員が増えている中、正解は 1 つでは
ない。確固たる人間観なき企業の表層的な施策では、社会に視野を広げ、生き方を模
索している従業員の心を掴むことはできないのである。
広い視野で俯瞰する（図表 1）と、「働き方改革」は 1.0（個人の視座）→ 2.0（企業
の視座）→ 3.0（社会の視座）と螺旋状に進化している。私見では、「働き方改革」は
「社会変革に向けた生き方改革」の一環であり、単なる方法論・技術論に押しとどめよ
うとする本質を見失ってしまう恐れがある。
図表 1　働き方改革の俯瞰
筆者作成
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9．おわりに
「働き方改革」をどのように捉え、どのような改革を目指していくのか、というスタ
ンスは、これからの日本社会のありようとも密接に絡み合っている。「働き方改革」の
先には、おぼろげではあるが、社会をよりよくするために働くことに価値を置く「ソー
シャル・キャリア」の萌芽も見えてくる。「働き方改革」は、展開如何によって社会デ
ザインの担い手を創出するエンジンにもなりうる可能性を秘めていることを最後に付
言しておきたい。
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